
事業事前評価表 

 

１．案件名 

案件名：アフリカの民間セクター開発のための共同イニシアティブの下での民間セク

ター支援融資（Ⅲ） 

L/A 調印日：2011 年 10 月 17 日 

承諾金額：8,440 百万円 

借入人：アフリカ開発銀行（The African Development Bank） 

 

２．計画の背景と必要性  

(1) アフリカ民間セクターの開発実績（現状）と課題 

2000 年から 2008 年まで、アフリカは、年平均 4.9%と順調に経済成長を遂げたが、

2008 年末の世界金融危機を発端とする先進国等での需要急減、海外送金、直接投資等

の資金フローの減少等により、2009 年の平均成長率は 2.8％と半減し、停滞していた

が、2010 年に入り、欧米諸国が長引く不況に苦しむ中、回復基調をたどる国もでてき

ている。2010 年の経済成長率は、4.9％程度となったが、ミレニアム開発目標の一つ

である貧困人口の割合の半減を達成するに必要とされる 7％の経済成長率には依然と

して及ばない状況であり、更なる成長の加速化が必要とされている。上記経済成長の

担い手となるアフリカの民間セクターの大半は中小零細企業であり、国内資本市場及

び政府等からのビジネス支援等へのアクセスは限定的となっている。また、アフリカ

諸国ではインフラ整備に対する支出を大幅に増加させることは難しく、インフラサー

ビスの供給の効率を高めるためにも、官民パートナーシップ(PPP: Public Private 

Partnership)によりインフラを整備し、公共投資支出の削減を図る一方で、低価格で

良質な公共サービスを提供することが期待されている。 

(2) アフリカ開発銀行（AfDB）の民間セクター支援政策と本計画の位置づけ 

AfDB は 2004 年に民間セクター支援戦略（2005-2007、以下「支援戦略」という。）

を策定、中小零細企業の育成、投資環境の整備、金融システムの強化、競争力のある

インフラ整備、貿易の促進等を中心的な課題としている。本支援戦略に基づき 3年間

で 670 百万 UA1の民間セクター向け投融資の承諾を計画していたが、実績は 1,393 百

万 UA と当初目標の 2倍以上の承諾額を達成した。本支援戦略は 2007 年に更新された

が、1,550 百万 UA の承諾計画（2008-2009 年）に対し、約 2,200 百万 UA の承諾を達

成した。AfDBが2010年2月に実施した民間セクター局の事業に係る中間レビューは、

アフリカにおける金融・経済危機からの回復のためには民間セクター向け融資の拡大

が必要であるとし、AfDB はさらに積極的な投融資を行う意向である。本計画は支援戦

略に基づく AfDB の承諾案件に対して、資金供与を行うもの。 

(3) 民間セクター/アフリカ地域に対する我が国及び JICA の援助方針と実績 

日本政府は、2005 年 7 月のグレンイーグルス・サミットで円借款を活用したアフ

リカ支援策としてアフリカの民間セクター開発のための共同イニシアティブ（EPSA2）
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を発表した。具体的には、①投資環境整備、②金融市場の育成、③経済・社会インフ

ラ整備、④零細・中小企業支援及び⑤貿易・直接投資促進の主要 5分野を対象として

5 年間で合計 10 億ドルを上限とする円借款を、途上国政府向けの協調融資（ACFA3）

及び AfDB を経由した民間セクター支援融資という二つのスキームにより供与するも

の。ACFA スキームにおいては、これまでに 11 件（6カ国）合計 510 億 8100 万円、民

間セクター支援融資は、2件合計 436 億円の承諾を行った。 

(4) 他の援助機関の対応 

世界銀行グループのMIGAは金融セクター向けイニシアティブとして15億ドルの保

証を、また IFC は、危機対応イニシアティブ支援としてグローバル・トレード・ファ

イナンス、マイクロファイナンス、インフラ、銀行資本増強として 60 億ドルの民間

セクター支援を実施予定。またTICADⅣに対するIFCの貢献として1百万ドルのAfrica 

Trade Finance プログラムを 2009 年 2 月に設立した。 

(5) 計画の必要性 

日本政府による EPSA の一環として、民間セクター支援融資（Ⅰ）（貸付承諾額 115

億円、2007 年）、民間セクター支援融資（II）（貸付承諾額 321 億円、2008 年）に続

き、本事業に係る供与額計 200 百万 USD の要請がなされた。本事業は、経済成長の担

い手である民間セクターを支援するものであり、支援融資（Ⅰ）、（Ⅱ）とも円滑に

実行されたことから、EPSA の一環として AfDB の支援戦略に基づき、アフリカの民間

セクター向け融資の経験・ノウハウ・ネットワークを持つ同行を経由した民間セクタ

ー支援のための融資を行うことは、我が国及び JICA の援助方針に合致するため、本

計画を円借款により支援する必要性・妥当性は高い。 

 

３．計画概要 

(1) 計画の目的 

本計画は、AfDB の域内メンバー国に所在し、且つ登記されている民間企業等が必

要とする事業資金を、EPSA に基づき、同行の民間セクター向け投融資を通じて提供す

ることにより、民間セクター開発を図り、もって AfDB の域内メンバー国における民

間セクター主導の経済成長及び貧困削減に寄与するものである。 

(2) 対象地域名：AfDB の域内メンバー国 

(3) 計画概要 

本計画は、AfDB 民間セクター局の投融資の原資として円借款を供与することによ

り、AfDB 民間セクター局を通じて、AfDB 域内メンバー国に所在し、且つ登記されて

いる民間企業等が必要とする資金を提供するもの。AfDB 民間セクター局は ODA 非対象

国等の忌避事項に該当しないと判断した案件をサブプロジェクトとして選定し、国際

協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）に基づきカテゴリ分類した上で、

日本政府及び JICA に提出する。 

(4) 総事業費 

本計画は、AfDB の民間セクター支援戦略及び投融資承諾計画に基づき、日本政府と

AfDB 間の年次協議を踏まえ、毎年の計画規模が決定される。今次借款は、2010 年 11
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月の日本政府及び JICA と AfDB との年次協議を踏まえ、84.4 億円（1億ドル相当）を

供与するもの。（審査時為替レート： 1 USD = 84.4 円） 

(5) 計画実施スケジュール 

本計画は、EPSA の下での AfDB を通じた民間セクター支援融資のうちの第 3 次分で

あり、AfDB の 2009 年度（2009 年 1 月～12 月）以降の承諾案件に対して、資金供与を

行うもの。 

(6) 計画実施体制 

 1) 借入人：アフリカ開発銀行（The African Development Bank） 

 2) 計画実施機関：民間セクター局（Private Sector Department） 

 3) 操業・運営／維持・管理体制：同上 

(7) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 

1) 環境社会配慮 

① カテゴリ分類：FI 

② カテゴリ分類の根拠：本計画は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」

（2010 年 4 月公布）上、金融仲介者等に対し融資を行い、JICA の融資承諾前

にサブプロジェクトが特定できず、かつそのようなサブプロジェクトが環境へ

の影響をもつことが想定されるため。 

③ その他・モニタリング：本計画では、AfDB が「国際協力機構環境社会配慮ガ

イドライン」（2010 年 4 月公布）に従い、カテゴリ分類、情報公開、環境レ

ビュー等、環境社会配慮確認を行う。JICA は、AfDB が作成するカテゴリ分類

及び案件監理報告のレビュー及び確認を行い、実施過程においても環境社会配

慮の履行を担保する。 

2) 貧困削減促進：零細規模の企業活動を拡大し、貧困層の所得向上の機会が増大し

貧困削減に貢献する。 

3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配

慮等）：女性起業家を支援の対象とする融資も予定されている。 

(8) 他スキーム、他ドナー等との連携：2006 年 3 月に L/A 締結したセネガル「バマコ

-ダカール間南回廊道路改良・交通促進事業」以降、2011 年 6 月時点で計 11 の ACFA

案件 

(9) その他特記事項：特になし 

 

4. 計画効果 

(1) 定量的効果 

1)運用・効果指標 

指標名 目標値 （2012 年） 

民間セクター受益規模 1,200 百万 UA（融資承諾ベース） 

低所得国の受益規模 40％（低所得国向け事業承諾比） 

中所得国の受益規模 40％（中進国向け事業承諾比） 

多国間事業の受益規模 20％（地域・多国間事業承諾比） 

なお、本計画のアウトカム・インパクト指標として、ビジネスの成功割合、新規



雇用増加数、海外直接投資額を収集し、有意なものにつき活用する。 

 2) 内部収益率：算出しない 

 (2) 定性的効果：民間投資促進、金融システムの強化、民間資金によるインフラ整

備等。 

 

5. 外部条件・リスクコントロール 

マクロ経済危機：融資を受けた民間企業が所在・登記された国が急激な経済・金融

危機に直面し、マクロ経済状況が悪化する可能性があり、その影響が個々の企業活動

に負の影響を与える可能性がある。 

 

6. 過去の類似案件の評価結果と本計画への教訓 

過去のツーステップローンに係る事後評価において、①実施機関から返済率、延滞

率についての情報を継続的に収集すること、②JICA と実施機関が投融資契約締結先の

実績モニタリングのための枠組みについて合意し、L/A 締結時に計画内容に盛り込ん

でおくことが必要との教訓が得られている。 

本事業においてこれらの教訓は、上記①の継続的な情報収集、②モニタリング枠組

みの合意及び計画内容に反映がなされている。 

 

7. 今後の評価計画 

(1) 今後の評価に用いる指標： 

①新規民間セクター向け融資額、②低所得国向け融資額、③中進国向け融資額、

④地域・多国間事業への融資額 

(2) 今後の評価のタイミング： 

EPSA 民間セクター支援融資の最終円借款契約の下での最終貸付完了後 

 

以 上  


